
  

平成 15 年 3 月期   個別財務諸表の概要           平成 15 年 5 月 22 日 

上 場 会 社 名         東 洋 建 設 株 式 会 社                上場取引所    東 大 
コ ー ド 番 号           1890                                      本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.toyo-const.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 谷田部 穰 
問合せ先責任者 役職名 取締役総務部長  氏名 毛利 茂樹    ＴＥＬ ( 03 ) 3296 – 4611  
決算取締役会開催日 平成 15 年 5 月 22 日            中間配当制度の有無            無 
定時株主総会開催日 平成 15 年 6 月 27 日              単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 15 年 3 月期の業績(平成 14 年 4 月 1日～平成 15 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                                 （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

186,070      △7.0 
200,034   △15.9 

5,897        1.3 
5,820    △11.4 

3,305     △9.4 
3,648   △11.1 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株 式調 整 後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

△11,101  － 
87  － 

△53.82 
0.42 

－ 
0.42 

△73.0 
0.4 

△1.4 
1.3 

1.8 
1.8 

(注) ①期中平均株式数 15 年 3 月期  206,284,483 株             14 年 3 月期  206,314,799 株 
    ②会計処理方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

   0.00 
0.00 

－ 
－ 

0.00 
0.00 

－ 
－ 

－ 
－ 

－ 
－ 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

208,305 
272,103 

10,005 
20,397 

4.8 
7.5 

48.51 
98.87 

(注) ①期末発行済株式数   15 年 3 月期  206,256,080 株 14 年 3 月期  206,310,553 株 
     ②期末自己株式数     15 年 3 月期     63,669 株 14 年 3 月期     9,196 株 
 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

55,000 
165,500 

△1,000 
3,600 

△1,200 
1,800 

－ 
－ 

－ 
0.00 

－ 
0.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  8 円 73 銭 

 
※ 上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業

績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事

項は、添付資料の 8 ページをご覧下さい。 
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　       （単位  百万円）

％ ％

16,836 10,022 △ 6,813

17,181 14,719 △ 2,461

41,607 31,849 △ 9,757

21 1,021 999

15,342 10,885 △ 4,456

66,300 34,219 △ 32,080

3,312 4,530 1,218

8,904 8,935 30

11,356 10,303 △ 1,052

6,830 5,506 △ 1,324

5,049 4,691 △ 357

△ 136 △ 141 △ 5

192,607 70.8 136,545 65.6 △ 56,061

19,905 18,741 △ 1,164

4,130 3,336 △ 793

265 224 △ 40

24,752 24,906 153

47 7 △ 39

49,101 47,216 △ 1,884

359 744 385

10,784 7,763 △ 3,021

3,004 2,956 △ 48

2,894 3,613 718

10,200 6,547 △ 3,653

58 34 △ 23

4,382 4,386 3

－ △ 242 △ 242

△ 1,290 △ 1,261 29

30,035 23,798 △ 6,236

79,496 29.2 71,760 34.4 △ 7,736

272,103 100.0 208,305 100.0 △ 63,798

貸　借　対　照　表

増 減 金 額

前 期 当　　　　　期

（平成14年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

金 額 金 額構 成 比 構 成 比

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

投 資 等 合 計

固 定 資 産 合 計

固 定 化 営 業 債 権

長 期 繰 延 税 金 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

科　　　　　目

不 動 産 事 業 支 出 金

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

現 金 預 金

（　資 産 の 部　）

受 取 手 形

流 動 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

投 資 等

短 期 貸 付 金

土 地

建 設 仮 勘 定

立 替 金

機 械 ・ 運 搬 具

流 動 資 産 合 計

子会社等投資損失引当金

貸 倒 引 当 金

建 物 ・ 構 築 物

再評価に係る繰延税金資産

投 資 有 価 証 券

工 具 器 具 ・ 備 品

固 定 資 産

関 係 会 社 株 式
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　       （単位  百万円）

％ ％

38,647 24,000 △ 14,646

30,985 25,145 △ 5,840

81,199 85,428 4,229

2,000 － △ 2,000

957 － △ 957

169 160 △ 8

54,174 29,869 △ 24,305

2,822 2,641 △ 180

65 51 △ 14

906 659 △ 247

5,632 5,979 346

217,560 80.0 173,937 83.5 △ 43,623

28,136 19,966 △ 8,169

4,201 1,783 △ 2,417

295 396 100

1,513 2,216 702

34,146 12.5 24,362 11.7 △ 9,783

251,706 92.5 198,299 95.2 △ 53,407

20,208 7.4 － － △ 20,208

1,261 0.5 － － △ 1,261

△ 80 △ 0.0 － － 80

48 － － △ 48

48 △ 0.0 － － △ 48

△ 943 △ 0.3 － － 943

△ 0 △ 0.0 － － 0

20,397 7.5 － － △ 20,397

－ － 20,208 9.7 20,208

－ － 1,261 0.6 1,261

－ － 11,181 11,181

－ － △ 11,181 △ 5.4 △ 11,181

－ － △ 50 △ 0.0 △ 50

－ － △ 229 △ 0.1 △ 229

－ － △ 2 △ 0.0 △ 2

－ － 10,005 4.8 10,005

272,103 100.0 208,305 100.0 △ 63,798

自 己 株 式

欠 損 金

資 本 準 備 金

株 式 等 評 価 差 額 金

資 本 準 備 金

当 期 未 処 理 損 失

利 益 剰 余 金 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

再 評 価 差 額 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

自 己 株 式

当 期 未 処 理 損 失

欠 損 金 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

評 価 差 額 金

資 本 合 計

法 定 準 備 金

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

債 務 保 証 損 失 引 当 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（  資 本 の 部  ）

資 本 金

（１年以内償還予定）

完 成 工 事 補 償 引 当 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

賞 与 引 当 金

そ の 他

預 り 金

増 減 金 額（平成14年3月31日現在）

金 額 構 成 比 金 額

当　　　　　期

（平成15年3月31日現在）

構 成 比

前 期

工 事 未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

科　　　　　目

（　負 債 の 部　）

流 動 負 債

支 払 手 形

短 期 借 入 金

コマーシャルペーパー

転 換 社 債

194087
31



   　（単位　百万円）

％ ％ ％

197,902 183,830 △ 14,072

2,131 2,240 108

200,034 100.0 186,070 100.0 △ 13,964 △ 7.0

186,629 172,816 △ 13,812

2,656 2,759 103

189,285 94.6 175,576 94.4 △ 13,708 △ 7.2

11,273 11,013 △ 260

524 519 4

10,749 5.4 10,493 5.6 △ 255 △ 2.4

4,929 2.5 4,595 2.5 △ 333 △ 6.8

5,820 2.9 5,897 3.1 77 1.3

283 155 △ 127

98 81 △ 16

151 － △ 151

171 110 △ 60

704 0.4 347 0.2 △ 356 △ 50.7

2,635 2,626 △ 8

241 313 71

2,876 1.4 2,939 1.6 63 2.2

3,648 1.8 3,305 1.7 △ 342 △ 9.4

86 58 △ 27

128 2,543 2,414

215 0.1 2,602 1.4 2,386 1,106.7

1,930 3,522 1,592

323 － △ 323

479 993 513

－ 3,559 3,559

－ 3,420 3,420

177 806 629

2,910 1.5 12,301 6.6 9,391 322.6

952 0.5 △ 6,394 △ 3.5 △ 7,347
190 0.1 233 0.1 43 22.6

675 0.3 4,474 2.4 3,798 562.1

87 0.0 △ 11,101 △ 6.0 △ 11,188 △ 12,838.3
－ △ 48 △ 48

△ 135 △ 31 104

48 11,181 △ 11,132 23,025.2

合 計

特 別 転 身 加 算 金 等

土地再評価差額金取崩額

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

法人税、住民税及び事業税
税引前当期純損失
税引前当期純利益 又は

（ △ ）

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 処 分 損

販 売 用 不 動 産 評 価 損

そ の 他

不 動 産 事 業 売 上 高

増 減 金 額

構 成 比

科　　　　　目

構 成 比

損  益  計  算  書

対 前 期 比

売 上 高

完 成 工 事 高

当　自　平成14年4月１日

期　至　平成15年3月31日

金 額

前　自　平成13年4月１日

期　至　平成14年3月31日

金 額

特 別 利 益

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益

合 計

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

不 動 産 事 業 売 上 原 価

合 計

そ の 他

合 計

販売費及び一般管理費

不 動 産 事 業 総 損 失

為 替 差 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

合 計

受 取 配 当 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他

合 計

特 別 損 失

合 計

経 常 利 益

前 期 損 益 修 正 益

そ の 他

（ △ ）
当 期 純 利 益 又は
当 期 純 損 失

当 期 未 処 理 損 失
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　（単位　百万円）

自　平成13年4月１日 自　平成14年4月１日

至　平成14年3月31日 至　平成15年3月31日

48 11,181

　これを次のとおり 　これを次のとおり

　　　処理致します。 　　　処理致します。

48 11,181次 期 繰 越 損 失 次 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失当 期 未 処 理 損 失

損  失  処  理  案

金　　　額

当　　　　期

科　　　目

前　　　　期

科　　　目 金　　　額
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〔重要な会計方針〕 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的の債券        償却原価法（定額法） 

（２）子会社株式及び関連会社株式    移動平均法による原価法 

（３）その他有価証券 

①時価のあるもの        期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額については全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております） 

②時価のないもの         移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

（１）デリバティブ           時価法 

 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）販売用不動産           個別法による原価法 

（２）未成工事支出金          個別法による原価法 

（３）不動産事業支出金         個別法による原価法 

（４）材料貯蔵品            先入先出法による原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産           定率法 

ただし、ホテル用固定資産及び平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しております。 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

       建物及び構築物        ３～５０年 

       機械装置及び工具器具・備品  ２～２０年 

（２）無形固定資産           定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 

５．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 
なお、個別評価債権については、債権額から担保の評価額を控除した残額を回収不能見込額として

債権額から直接控除しており、その金額は 11,406 百万円であります。 
 

（２）完成工事補償引当金 
完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づ

いて計上しております。 
 

（３）賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づいて計上しております。 
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（４）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて計上

しております。 
なお、会計基準変更時差異は、10 年による均等額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、全額発生時の損益として計上しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし

ております。 
 

（５）債務保証損失引当金 
    債務保証等にかかる損失に備えるため、被保証者の財政状態等を個別に勘案し、損失負担見込額を

計上しております。 
 
（６）子会社等投資損失引当金 

子会社等の法人に対する投資損失に備えるため、当該法人の財政状態等を個別に勘案し、損失負担

見込額を計上しております。 
 

６．完成工事高の計上基準 

工事完成基準を採用しておりますが、長期大型工事（工期１２ヶ月超かつ請負金額１０億円以上）

については工事進行基準を適用しております。 
なお、工事進行基準によった完成工事高は、28,621 百万円であります。 

 

  ７. リース取引の処理方法 

             リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
       
８．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについ

ては、特例処理によっております。 

 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段      金利スワップ 

      ヘッジ対象      借入金 

 

  （３）ヘッジ方針 

      当社の内部規程である「デリバティブ管理規程」に基づき，将来の金利変動により借入金にかる 

キャッシュ・フローが変動するリスクをヘッジしている。 

 

  （４）ヘッジ有効性評価の方法 

      ヘッジ手段のキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計を比較し

て有効性の判定を行っております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性

の評価を省略しております。 
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９．その他財務諸表作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 
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〔注記事項〕 

(貸借対照表関係) 

 （前  期）     （当  期） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 21,562 百万円 22,611 百万円 

 

２．担保に供している資産 

 現   金   預   金 － 百万円 204 百万円 

 受   取  手   形 －  95  

 販  売  用  不  動  産 －  10,885  

 不動産事業支出金（土地） 393  1,181  

 建         物 4,629  －  

  建 物 ・ 構 築 物 －  6,406  

 土         地 3,398  5,250   

 投 資 有 価 証 券 1,818  1,684   

      計 10,239  25,709  

 

３．保証債務額 6,120 百万円 4,673 百万円 

 

４．事業用土地の再評価 

   土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

再評価差額金を資本の部に計上しております。 

 

   ・再評価の方法     土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）

第２条第１号に定める地価公示法の規定により公示された価格（一部は同条第２

号に定める国土利用計画法施行令に規定する基準地について判定された標準価

格、同条第４号に定める地価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定し

た価額、同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価）に合理的な調整を行

って算出 

   ・再評価を行った年月日  平成１２年３月３１日 

   ・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

                        (前  期)           (当  期) 

                                            △ 4,502 百万円       △ 6,390 百万円 

 

５.資本の欠損の額                             11,184 百万円 

 

 

(損益計算書関係) 

 （前  期） （当  期） 

１．一般管理費及び完成工事原価に含まれる研究開発費 558 百万円 556 百万円 
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(追加情報) 

 当社は当期 11,101 百万円の当期損失を計上し，資本の欠損の額が 11,184 百万円となりました。 

 当社は，この厳しい経営環境を乗り切るために、財務体質及び収益面での抜本的かつ緊急の施策を講じることによ

り企業価値を一層高めるべく中期経営計画「ＴＯＹＯ バリューアップ３・５・７計画」(平成１５年度～平成１７年

度)を、平成１５年４月１日開催の取締役会で決定しました。 

 当計画の骨子は、海上土木分野への経営資源の集中、建築事業の選別受注、国際事業エリアの拡大、保有資産の流

動化及び現在、株式の持合いも行っている前田建設工業株式会社との業務提携の一層の強化等であります。 

 当計画を遂行することにより、海上土木工事のシェアアップ、経常利益の 50 億円達成，有利子負債の 700 億円へ

の削減の目標が達成されることにより企業価値が高まり、より一層存在感のある企業として社会的使命を果たしてゆ

く所存であります。 

 当計画の遂行に当たっては、株主、金融機関並びにお取引先各位の一層のご理解とご支援を賜るとともに、資本増

強策を検討している状況であります。 

以上の方策の実行により、毀損した財政状態を改善してゆく所存であります。 

 

 

(リース取引関係) 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額 

                                            (単位 百万円) 

前  期 （平成 14 年 3月 31 日現在） 当  期 （平成 15 年 3月 31 日現在）  

取 得 価 額 

相  当  額 

減 価 償 却 

累計相当額 

期 末 残 高 

相  当  額 

取 得 価 額 

相  当  額 

減 価 償 却 

累計相当額 

期 末 残 高 

相  当  額 

工具器具・備品 548 204 344 620 321 298 

そ の 他 135 122 12 3 1 2 

合  計 684 326 357 623 322 300 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額       (前  期)           (当  期) 

                 １年内     140 百万円                    144 百万円 

                 １年超     217                  156         

                 合 計     357                  300 

 

   ※注 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によって算定しております。 

 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額     (前  期)           (当  期) 

      支払リース料             177 百万円           156 百万円 

      減価償却費相当額           177                  156 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

(有価証券関係) 

   前期及び当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 

（１）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 （前  期）   （当  期） 

  販売用不動産評価損 5,976 百万円 6,898 百万円 

  繰越欠損金  4,219  5,832  

  貸倒引当金 3,367  3,683  

  退職給付引当金 1,060  424  

  その他有価証券評価差額金 684  158  

  その他            1,722  1,461  

 繰延税金資産小計 17,031  18,458  

   評価性引当金 －  △ 6,405  

 繰延税金資産の純額 17,031  12,053  

 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった項目別の内訳 

 （前  期）  （当  期） 

法定実効税率  42.05 % 

（調整）    

 永久に損金に算入されない項目  31.55 % 

財務諸表規則第８条の１２ 

第３項により注記を省略し

ております。 

 永久に益金に算入されない項目  △  2.68    

 住民税均等割等  17.73    

 その他  2.2    

税効果会計適用後の法人税等の負担率  90.85     

 

（３） 地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律第９号）が平成 15 年３月 31 日に公布されたことに伴い、 

当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成 16 年４月１日以降解消が見込まれるもの

に限る。）に使用した法定実効税率は、前事業年度の 42.05％から 40.89％に変更されております。その結果、

繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 266 百万円減少し、当事業年度に計上された法

人税等調整額が 261 百万円、その他有価証券評価差額金が４百万円、それぞれ増加しております。 
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＜個別＞受注・売上・繰越高分類表（工種別）

（１）受　　　注　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

海上土木 66,531        42.4 57,305        44.9    -13.9           

陸上土木 34,859        22.2 32,931        25.8    -5.5            

建　　築 49,309        31.5 32,058        25.1    -35.0           

計 150,700       96.1 122,296       95.8    -18.8           

海上土木 2,248         1.4 -56           -0.0 -

陸上土木 2,384         1.5 5,465         4.3     129.2           

建　　築 1,549         1.0 -             -       -

計 6,183         3.9 5,408         4.2     -12.5           

海上土木 68,780        43.9 57,249        44.8    -16.8           

陸上土木 37,244        23.7 38,396        30.1    3.1             

建　　築 50,859        32.4 32,058        25.1    -37.0           

計 156,883       100.0 127,705       100.0   -18.6           

2,065         3,358         62.6            

      合　　　計 158,949       131,064       -17.5           

（２）売　 　上　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

海上土木 81,165        41.0 78,328        42.6    -3.5            

陸上土木 46,244        23.4 42,938        23.4    -7.2            

建　　築 66,710        33.7 51,283        27.9    -23.1           

計 194,120       98.1 172,550       93.9    -11.1           

海上土木 -             - 5,271         2.9     -

陸上土木 2,290         1.2 5,952         3.2     159.9           

建　　築 1,491         0.7 55            0.0 -96.3           

計 3,781         1.9 11,279        6.1     198.2           

海上土木 81,165        41.0 83,599        45.5    3.0             

陸上土木 48,535        24.5 48,890        26.6    0.7             

建　　築 68,201        34.5 51,339        27.9    -24.7           

計 197,902       100.0 183,830       100.0   -7.1            

2,131         2,240         5.1             

      合　　　計 200,034       186,070       -7.0            

（３）繰　　　越　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

(62,967)

62,967        32.2 41,945        30.1    -33.4           

(67,554)

67,554        34.6 57,547        41.4    -14.8           

(52,200)

52,200        26.7 32,975        23.7    -36.8           

(182,722)

182,722       93.6 132,467       95.2    -27.5           

(6,493)

6,219         3.2 891           0.6     -85.7           

(6,332)

6,265         3.2 5,778         4.2     -7.8            

(58)

55            0.0 -             -       -

(12,884)

12,540        6.4 6,669         4.8     -46.8           

(69,461)

69,187        35.4 42,837        30.8    -38.1           

(73,886)

73,819        37.8 63,325        45.5    -14.2           

(52,258)

52,255        26.8 32,975        23.7    -36.9           

(195,606)

195,262       100.0 139,137       100.0   -28.7           

(105)

105           1,223         -

(195,711)

195,367       140,361       -28.2           

（注）前期繰越高の上段（　　）内表示額は、前期における次期繰越高を表し、下段は当該事業
      年度の外国為替相場が変動したため海外繰越高を修正したものであります。

海上土木

陸上土木

建　　築

計

合　　　計

陸上土木

不動産事業

建

設

事

業

対前期増減率(%)

前期(13.4.1～14.3.31）

海上土木

建　　築

陸上土木

対前期増減率(%)

不動産事業

当期(14.4.1～15.3.31）

対前期増減率(%)
前期(13.4.1～14.3.31）

建

設

事

業

当期(14.4.1～15.3.31）

海

外

全

社
建　　築

計

計

海上土木

国

内

不動産事業

全

社

前期(13.4.1～14.3.31） 当期(14.4.1～15.3.31）

国

内

海

外

全

社

建

設

事

業

国

内

海

外
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＜個別＞受注・売上・繰越高分類表（施主別）

（１）受　　　注　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

国内官庁 94,387 60.2 80,388        62.9 -14.8

国内民間 7,003 4.5 9,848         7.7 40.6

  海　 外 4,633 2.9 5,408         4.2 16.7

計 106,024 67.6 95,646        74.9 -9.8

国内官庁 8,681 5.5 7,733         6.1 -10.9

国内民間 40,628 25.9 24,325        19.0 -40.1

  海　 外 1,549 1.0 -             -       -

計 50,859 32.4 32,058        25.1 -37.0

国内官庁 103,068 65.7 88,121        69.0 -14.5

国内民間 47,631 30.4 34,174        26.8 -28.3

  海　 外 6,183 3.9 5,408         4.2 -12.5

計 156,883 100.0 127,705       100.0 -18.6

2,065 3,358         62.6

158,949 131,064       -17.5

（２）売　　　上　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

国内官庁 112,734 57.0 111,583       60.7 -1.0

国内民間 14,676 7.4 9,683         5.3 -34.0

  海　 外 2,290 1.2 11,223        6.1 390.0

計 129,701 65.5 132,490       72.1 2.2

国内官庁 13,634 6.9 13,032        7.1 -4.4

国内民間 53,075 26.8 38,251        20.8 -27.9

  海　 外 1,491 0.8 55            0.0 -96.3

計 68,201 34.5 51,339        27.9 -24.7

国内官庁 126,368 63.9 124,615       67.8 -1.4

国内民間 67,752 34.2 47,935        26.1 -29.2

  海　 外 3,781 1.9 11,279        6.1 198.2

計 197,902 100.0 183,830       100.0 -7.1

2,131 2,240         5.1

200,034 186,070       -7.0

（３）繰　　　越　　　高 (単位　百万円）

期　別   

  区　分 金　　額 構成比(%) 金　　額 構成比(%)

(111,238)

111,238 57.0 80,043        57.5    -28.0           

(19,283)

19,283 9.9 19,449        14.0    0.9             

(12,825)

12,484 6.4 6,669         4.8     -46.6           

(143,347)

143,006 73.2 106,162       76.3    -25.8           

(14,839)

14,839 7.6 9,540         6.9     -35.7           

(37,360)

37,360 19.1 23,434        16.8    -37.3           

(58)

55 0.0 -             -       -

(52,258)

52,255 26.8 32,975        23.7    -36.9           

(126,078)

126,078 64.6 89,584        64.4    -28.9           

(56,644)

56,644 29.0 42,883        30.8    -24.3           

(12,884)

12,540 6.4 6,669         4.8     -46.8           

(195,606)

195,262 100.0 139,137       100.0   -28.7           

(105)

105 1,223         -

(195,711)

195,367 140,361       -28.2           

 

国内官庁

国内民間

（注）前期繰越高の上段（　　）内表示額は、前期における次期繰越高を表し、下段は当該事業
　　　年度の外国為替相場が変動したため海外繰越高を修正したものであります。
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建

設
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業
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木
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役 員 の 異 動 

 
１．取締役の異動 
 （１）担当変更 
    取締役兼執行役員 

コンプライアンス・人事・情報システム担当 
兼総務部長           毛利 茂樹（現 人事・法務・情報システム担当 

兼総務部長）                  
２． 監査役の異動 
 （１）新任監査役候補 
     常勤監査役           足立 鉄生（現 執行役員 コンプライアンス担当） 
       同             城野 水雄（現 経理部長） 
  
 （２）退任予定監査役 
     現 常勤監査役         山下  博 
     現   同           中野 英明 
     現   同           篠田 光直 
 
３．執行役員の異動 
 （１）退 任 
     執行役員 コンプライアンス担当 足立 鉄生 
 
４．異動予定日  平成１５年６月２７日 

以 上 
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